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第 2章 大規模直売所の 2009年以降の停滞とマーケティ
ングの 4Pからの分析視点
第 1節 大規模直売所の 2009年以降の停滞の実態
第 2節 マーケティングの 4Pからみた農産物直売所
のこれまでの伸長要因




第 2節 Y直売所と J直売所の概要
第 3節 Y直売所の 2009年までの商品政策
第 4節 J直売所の 2009年までの商品政策
第 5節 Y直売所と J直売所の 2009年以降の変化




























































































































































































































































































































































ついて，事例対象として，新潟県の JA 運営 N 直売所
と生産者運営 D直売所の 2事例と和歌山県の生産者運
営 K直売所を選定し，3事例の 4Pからみた伸長要因を
分析して各事例の強みとなる要因を解明し，それまでの
直売所の伸長要因が今も妥当性があり，機能しているの
かを明らかにすることを課題とする。
小規模成長直売所の最大の伸長要因は，3事例とも次
の 3点で際立った商品差別化を確立したことにある。第
1にほぼ 100%の地場産割合であること，第 2に品目・
品種や品質で際立った差別化商品があること : N直売
所のイタリア野菜，D直売所の高品質商品，K直売所
の 80品種のみかん，第 3に消費者のニーズに合った新
規品目・品種導入が継続して行われていることである。
すなわち，これまでの直売所の最大の伸長要因ある「地
場産の鮮度，品質・味，新規品目・品種導入」が今も伸
長要因として機能していることが判明した。
価格に関しては，これまでの低価格は D直売所と K
直売所の 2事例では伸長要因として機能していない。2
事例では，商品差別化により価格競争が回避できてい
る，または価格プレミアムを形成しているためと考えら
れる。場所に関しては，これまでは伸長要因としては指
摘されていないが，2000年代中期以降競合店数が増え
てきていることと，2009年以降はスーパーが地場産
コーナーやインショップを増加して低価格戦略を採って
いることから，商圏内の競合店数と競争の激化が伸長要
因として重要になってきている。しかし，3事例では商
品差別化が明確であるため，2009年以降も競合店との
棲み分けができている。販促に関しては，これまでの販
促の伸長要因は生産者と利用者との会話や交流が主体で
あった。N 直売所ではそれが今も機能しているが，D
直売所と K直売所では生産者が店に常駐していないた
め，D 直売所では農家の主婦の販売員が会話・交流を
担当しており，K直売所では近隣のグループ経営の農
家レストランや宿泊施設の従業員との会話・交流や，通
販客への「K通信」での交流が代替している。
以上から，これまでの直売所の最大の伸長要因である
商品の「地場産の鮮度，品質・味，新品目・品種導入」
が機能して，明確な商品差別化が確立していることが 3
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事例の伸長要因であり，価格，場所，販促では，各事例
の商品差別化の特徴に応じて一貫性のあるマーケティン
グ・ミックスが実施されていることが伸長要因として挙
げられる。
11． 終章（総括）
本研究では先行研究成果に基づいてマーケティングの
4Pからみたこれまでの直売所の伸長要因を整理し，4P
の伸長要因が大小 9直売所の事例研究で伸長要因として
どのように機能しているのか，また，停滞要因としてど
のように変化しているのかを解明し，4Pからみた直売
所の伸長要因に関して，以下の点を明らかにした。
1つは，これまでの直売所の最大の伸長要因は「地場
産の商品差別化」であり，その差別化を形成する重要要
素は高地場産割合（鮮度），品質・味，地場の特産品や
新規品目・品種導入であったが，それは今でも最大の伸
長要因として機能しており，地場産が伸長要因として必
須要素になっている。それ以外の品揃えの多品目化，周
年化，午後の補充の要素は品揃えが多く，いつでも品切
れをしないことで集客と規模拡大に貢献はするものの，
伸長要因として必須要素ではない。
もう 1つは，4Pの中で商品以外の伸長要因は，これ
までは価格が大幅に安いこと，場所の競合が少なく棲み
分けていること，販促は生産者と利用者との会話や交流
が主体であったが，今回の事例研究から，この 3要因
は，最大の伸長要因である商品の「地場産の商品差別
化」を補強する要因だということが明確にされた。たと
えば，D 直売所のように「商品の高品質」の差別化が
確立している場合は価格プレミアムが実現して，低価格
の要因が機能していなくても成長している。しかも，商
圏内の競争環境が，競合店が増加して熾烈な価格競争に
変化しても，商品差別化が確立していれば，価格競争に
巻き込まれず棲み分けが依然として可能である。販促の
場合も，生産者と利用者の会話での交流は，販売員との
会話や会報による情報発信等での利用者との交流でもあ
る程度代替が可能である。すなわち，直売所の最大の伸
長要因として，商品の「地場産の商品差別化」が明確に
確立されていれば，他の 3Pの伸長要因は，商品の伸長
要因と一貫性を持ち，4Pで最大の伸長効果が得られる
ように 4Pのマーケティング・ミックスが形成されてい
れば良いといえる。
大規模直売所の停滞要因に関しては，大規模直売所は
販売効率向上のために規模を追求して，品揃えの多品目
化と周年化，総合化（生鮮食品主体から農産加工品やそ
の他商品まで）を行った。大規模直売所が量的拡大を図
るためには，生産者数の増大，新規品目・品種の継続導
入と多品目の品揃え，生産量の確保が必要となるが，外
部・内部環境の変化の中で，規模拡大に伴って地場農産
物の増産体制を作り上げて拡大していくことは困難であ
り，対応策として仕入れによる品揃えの多品目化と周年
化，総合化，生産量の確保をせざるを得なかったといえ
る。
しかし，その結果，直売所の最大の伸長要因である
「地場産の商品差別化」が次の 3点で希薄化した。1点
目は，品目数の増加，周年化，生産量の増大を仕入れで
調達することによる地場産割合の低下である。2点目
は，品揃えの総合化を行うことで，スーパーと品揃えが
似通うことである。さらに，3点目として，量的拡大を
図りつつ地場産の商品差別化を保持するためには，仕入
れではなく地場農産物の増産体制を作ること，売れる品
目・品種の生産増加と生産者の増加育成が求められる。
規模が拡大すれば生産者数も多くなり，栽培スキルと意
欲の高い生産者を多く育てる必要がある。しかし，大規
模直売所が成熟期に入り，生産者数もそれまでの増加か
ら頭打ちとなるとともに高齢化している。また，利用者
のニーズを生産者に伝えてその品目・品種を生産者が栽
培する動機づけと，多品目少量生産の栽培技術向上の営
農指導を行う仕組みが直売所に十分に整備されておら
ず，必要な営農指導と生産者育成が十分に実施できてい
ない。その結果，2009年頃から新規品目・品種の導入
が停滞し，品目数・生産量が増大しにくくなった。すな
わち，量的拡大を追求した大規模直売所は，最大の伸長
要因である「地場産の商品差別化」が地場産割合の低下
と競合店との品揃えの類似化，新規品目・品種導入数の
停滞で希薄化し，商品優位性・商品競争力が低下した。
価格に関しても，スーパー間で 2009年以降から生鮮
商品差別化（地場産コーナー，インショップ導入）と価
格競争が激化して，事例直売所の価格比較調査でもスー
パーに対して安いとはいえなくなってきており，価格競
争力が低下していることが判明した。したがって，大規
模直売所の停滞は商品・価格競争力の低下が主要因であ
る。
また，大規模直売所の停滞が 2009年前後を境に生じ
ているのは，1つはリーマンショック後の 2009年以降
の消費者の価格志向の強まりとそれに対応したスーパー
の生鮮品差別化戦略と低価格戦略の激化である。スー
パー間の競争激化により，商品差別化が希薄化した大規
模直売所はスーパーとの棲み分けができなくなり，スー
パー間の価格競争に巻き込まれ，自店の価格競争力が低
下したことで売上高が停滞した。もう 1つは，大規模直
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売所が 2009年頃に成熟期に到達して売上高が伸び悩ん
でいることが事例から判明した。大規模直売所は 2000
年代から設立されてきており，2000年代の前期に設立
された大規模直売所が 2010年前後に成熟期を迎えてい
る。事例の大規模直売所では，A直売所（1997年設立）
を除いて 5直売所の設立年が 2002年∼2005年であり，
2009年には設立後 4年∼7年となる。したがって，大規
模直売所が 2009年頃に成熟化して，生産者数の頭打ち
や高齢化，品目数・生産量の飽和と，新規品目・品種導
入と品揃えの停滞がこの時期に生じたことから，地場農
産物の増産体制が一層困難となり，仕入れによる調達を
増加したといえる。
運営主体別にみると，JA大規模直売所の事例では，
組合員の生産者の収入拡大，地域農業の振興が主目的で
あり，特に規模拡大の志向が強く，品揃えの多品目化・
周年化の推進政策を採っている。直売所による生産から
販売までのコントロールは可能性としては大きいが，現
実には直売所で生産から販売までの一貫した営農指導が
十分にできる仕組みができておらず，増産体制が追い付
かず仕入れによる対応策が採られる場合が多い。また生
産者数も非常に多く，栽培スキルの格差も大きいため品
質・価格の品揃えが幅広く，多様な顧客ニーズに対応し
ている。その結果，2009年以降のスーパーとの競合激
化に対して，地場産割合の低下や商品差別化が困難と
なって「地場産の商品差別化」が希薄化し，価格競争も
行わない方針のため価格競争力の低下が大きい。
民間企業大規模直売所の事例では，収益事業としての
新規参入が大半で，事業方針や店コンセプトが明確に定
まっている場合が多く，高品質・有機栽培等の高付加価
値・適正価格の方針が多い。しかし，高付加価値化を志
向しても地場生産で高品質・商品差別化が十分に実現で
きないで仕入れが増えることも往々にしてあり，その場
合，「地場産の商品差別化」が希薄化し，価格プレミア
ムが認められず高価格になり，商品・価格競争力が低下
する。
生産者大規模直売所の場合は，生産者の販路拡大と収
益拡大が主目的であり，組合長や生産者のリーダーの店
長兼任が多く，店方針やマーケティング戦略が定められ
ている場合は少ない。規模拡大はそれほど強く志向して
いず，品揃えは地場産割合が比較的高く保持され，価格
も同等か安めの傾向がある。したがって，スーパーとの
競争激化に対しては棲み分けの垣根が低くなってはいる
が，まだ残っている場合も多く，停滞は内部要因の成熟
化，高齢化が主要因のこともあり，生産者数が増えず，
品目・生産量の不足と新規品目・品種の導入数停滞によ
り，「商品のマンネリ化」，商品競争力が低下することが
多い。
大規模直売所は，従来型のマーケティング戦略や運営
管理では，仕入れで量的拡大に対応せざるを得ず，地場
産の商品差別化の希薄化（地場産割合の低下，商品差別
化が困難，新規品目・品種導入数の停滞）が生じて，
スーパーとの競合の激化に対して商品・価格競争力が低
下して行き詰ってきている。その背景には，需要側（市
場・競争）の外部要因と供給側（直売所・生産者）の内
部要因が存在する。外部要因としては，① 2008年 9月
のリーマンショックによる経済の落ち込みと，それによ
る②消費者の価格志向，③大規模直売所の増加に伴う直
売所間の競争激化，および④スーパー間の生鮮品差別化
（地場産コーナー，インショップ）と低価格戦略の競合
激化と直売所とスーパーとの競合激化の 4点が挙げられ
る。内部要因としては，事例研究から，①大規模直売所
の成熟化と，さらに高齢化による②生産者数，生産量，
品目数の増大から頭打ち・飽和，③生産者数の増大によ
る品質，商品力の低下（量的拡大による負の局面），④
新品目・新品種の導入数と品揃えの停滞の 4点が抽出・
整理される。これらの内部・外部要因の変化に対して，
特に生産力の不足に対して大規模直売所が量的拡大のた
めに採った対応策が，仕入による品目数の品揃え，周年
化，総合化，生産量の確保であった。
しかし，大規模直売所が現状の停滞を打破して今後の
事業展開を図るためには，量的拡大に対して従来の仕入
れの対応策ではなく，地場農産物の増産体制を強化して
最大の伸長要因である「地場産の商品差別化」が希薄化
して商品競争力が低下しないような水準を保持すること
が重要である。そのために次の 2点が検討課題として挙
げられる。1つは量的拡大を追求する場合に，「地場産
の商品差別化」が希薄化して商品競争力が低下しないレ
ベルはどこかを見定めて，大規模化の追求と「地場産の
商品差別化」のバランスを採る適正規模の考え方を導入
することである。JC総研では，直売所の「地消地産2）」
を基本として，地場産加工品も含めて地場産割合 80%
程度を維持し，＋aとして提携直売所等からの仕入れが
望ましいと指摘している。もう 1つは，適正売上規模に
近づくまで，地場生産の増産体制の整備をどう行うかで
ある。直売所が利用者のニーズを把握して，それを生産
者に伝えてニーズのある品目を生産する，あるいは冬期
の仕入れの売上上位品を公表して地場生産に代替してい
く等の営農指導を行い，直売所が生産から販売まで一貫
してコントロールしていく仕組みを作ることは喫緊の課
題であるが，供給側（直売所，生産者）の要因分析は本
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研究のテーマではないため，今後の検討課題としたい。
注
1． 4Pはメーカーの場合は Product（商品），Price（価
格），Promotion（販促），Place（販売チャネル）
と訳されるが，小売業では Placeは立地と訳される
場合が多い。本研究では Place を「場所」と訳し
た。
2． 地域で消費する農産物は，当初は作れず仕入れで対
応しても地域で生産をしていく考え方（出所は JC
総研の聴き取り調査）である。
審査報告概要
日本では過去 20年以上にわたって生産者直売所が伸
長し，特にバブル経済崩壊以降，生産者に有利な販売
ルートとして行政や JAも注目するようになった。とこ
ろが，2009年あたりを境に大規模直売所が停滞・後退
傾向を示すようになった。
本論文はそうした変化を実態調査から初めて明確に指
摘すると共に，その主な要因をマーケティング論の 4P
の視点から究明した。明らかになった要因の中で最大と
言える要因は，2008年 9月のリーマンショックを契機
とした 2009年以降の消費不況の下で，不況に対応する
ためスーパーが進めた地場産コーナーやインショップの
増加，さらには低価格化戦略の採用によって，直売所の
差別的有利性が薄れたことである。
本研究は精緻な実態調査を基に，実証的な研究成果を
積み重ね，独創性のある論理を構築したと言える。
よって，審査員一同は博士（農業経済学）の学位を授
与する価値があると判断した。
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